
                                 

は  じ  め  に 

 

 我が国の経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が長期間にわたり継続し、

緩やかな回復基調にあるものの、少子高齢化の進展による社会保障費の増嵩等

により、国・地方合わせた長期債務残高が 1,100 兆円を超えるなど、国・地方

の財政環境は引き続き、厳しいものがあります。 

こうした中、本市においては、「世界の交流拠点都市・金沢」の実現に向け

た重点戦略計画の着実な実践を図るとともに、新たな価値の創造や生産性の向

上、働き方改革の推進など、将来を見据えた次の一手を確実に打っていく必要

があります。 

加えて、人口減少・超高齢社会への対応や公共インフラの再整備など、喫緊

の行政課題に的確に対応していくためには、市民協働と広域連携の推進を図る

とともに、将来への予見性を高め、より長期的かつ計画的な行財政運営に意を

用いていかなければなりません。 

 本市では、これまで数次にわたる行政改革大綱に基づき、改革に不断に取り

組んでまいりましたが、現大綱の実施期間が満了するのを受けて、新たに 2019

年度を初年度とする「金沢市行政改革大綱（第７次）」とこれに基づく「行政

改革実施計画」を策定いたしました。 

 新行政改革大綱では、「市民協働と広域連携の推進」、「生産性の向上と職

員の働き方改革」、「長期的視点に立った健全な行財政運営」の３つの方針を

掲げ、地域コミュニティの充実やボランティアの育成、ＡＩ、ＩｏＴの活用や

働き方改革の推進、財政計画・人事計画の実践や公共インフラの最適化など、

各般にわたる改革を積極果敢に取り組み、交流拠点都市にふさわしい健全で質

の高い市政の実現をめざしてまいりたいと存じます。 

 最後に、策定にあたり、貴重なご意見を賜りました金沢市行政改革推進委員

会の委員の方々をはじめ、市民の皆様に対し、厚くお礼申し上げますとともに、

引き続き行政改革の実践に向けて、ご指導とご協力を賜わりますようお願い申

し上げます。 
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